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 （仮称）布施分署建設事業アドバイザリー業務委託仕様書 

Ⅰ 総則 

１ 業務名 

（仮称）布施分署建設事業アドバイザリー業務（以下「本業務」という。） 

２ 本業務の実施上の留意事項等 

⑴   本業務を受託したもの（以下「受託者」という。）は、（仮称）布施分署建設事業（以下

「本建設事業」という。）を推進する各種段階（設計施工者決定まで）において、発注者の

方針や意向を十分に理解し、品質・工期・コストに対する意図を踏まえた上で、関連する各

分野における専門性の高い技術力を有する者を随時、適切に配置し、本業務にあたるととも

に、良質かつ安定的な支援を契約期間中継続的に提供するものとする。 

⑵  受託者は、常に発注者の支援者としての立場に立ち、発注者の利益を守ることを最大の任

務と捉え、本業務を実施するとともに、契約期間中、発注者との高い信頼関係及び倫理性の

保持を徹底すること。 

⑶  受託者は、本建設事業に関連する設計施工者等（以下「事業関係者」という。）から、常

時完全に独立する立場の維持を徹底すること。 

⑷  受託者は、（仮称）布施分署建設事業アドバイザリー業務委託公募型プロポーザル実施要

領における所定の条件を踏まえるとともに、本業務の実施にあたり、本建設事業に係る関係

諸法令及び関連条例等の遵守を徹底すること。 

⑸  受託者は、本業務の実施に関し、疑義が生じた場合には、速やかに発注者と協議を行うこ

と。また、本業務の遂行に当たり、発注者の方針や意向を満足する上で、当然必要な業務で

あると発注者が考えるものに関しては、本業務に含まれるものとして遅滞なく遂行すること。 

３ 委託期間 

契約締結日から令和６年６月２８日（金）までとする。 

Ⅱ 業務概要 

１ 業務の対象等 

⑴  事業名 

（仮称）布施分署建設事業 

⑵  建設場所 

東大阪市荒川二丁目２９番１   

⑶  敷地条件 

ア 敷地面積  １０１１．２３㎡ 

イ 用途地域  近隣商業地域・第一種住居地域   

ウ 指定建蔽率 ８０％・６０％ 

エ 指定容積率 ４００％・２００％ 
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オ 防火指定  防火地域・準防火地域 

カ 既存建物  木造平屋建３棟６戸（延床面積３３７㎡：令和３年度解体設計業務実施済） 

※地質調査については令和３年度に実施済 

⑷  施設条件 

ア 延床面積  ６５０㎡程度 

イ 階数 平屋（予定） 

ウ 耐震安全性  

(ｱ)  構造体 Ⅰ類 

(ｲ)  建築非構造部材 Ａ類 

(ｳ)  建築設備 甲類 

   エ 想定設備等  環境負荷低減に向けた取り組みとして、ＺＥＢ実現性についても検討する。 

   オ  職員数 ３９名 

   カ 勤務形態 ３交代制（１３名が同時に勤務する予定） 

   キ 配備車両（単位：ｍｍ） 

    (ｱ)  消防ポンプ自動車 ３台：全長約 5,500 全幅約 1,900 全高約 2,700 

    (ｲ)  高規格救急自動車 ２台：全長約 5,800 全幅約 1,900 全高約 2,500 

    (ｳ)  はしご付き消防ポンプ自動車 １台：全長約 7,200 全幅約 2,350 全高約 3,400 

   ク 隣接住民への配慮 隣接住民に対して騒音等から環境保全性を確保する取り組みについ

ても検討する。 

⑸  竣工予定時期 

令和７年度中 

２ 業務計画書の提出 

⑴  受託者は、契約締結後速やかに業務計画書を作成の上発注者に提出し、承認を受けること。 

なお、発注者の意向がある程度把握できた段階で、事業関係者の構成と役割分担を文書

（以下、「事業関係者役割分担表」という。）で発注者に提出し、承認を受けた後、業務計画

書に反映させること。 

⑵ 業務計画書には、次の事項を記載すること。 

ア 業務内容及び業務遂行方針 

  イ 業務詳細工程 

  ウ 業務実施体制および組織図 

  エ 管理技術者、担当技術者等一覧表および経歴書 

  オ 再委託先がある場合は、再委託先の概要および担当技術者一覧表 

  カ 打ち合わせ計画 

  キ その他、発注者が必要とする事項 

(3) 上記⑵ に定める事項の記載内容に追加および変更が生じた場合には、速やかに発注者に

文書で提出し、承認を受けること。 
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３ 打合せ及び議事録 

受託者が関与した以下の打合せ、協議等については、速やかに議事録を作成又は他の作成者

のものを調整し、次回打合せ時までに検討結果資料等（他の作成者のものを調整したものを含

む。）を添えて発注者に提示後、わかりやすく分類し、一元管理すること。   

⑴  連絡調整によるもの 

⑵  定例打合せ 

⑶  その他発注者の行った会議や説明会における記録等 

４ 業務報告 

本業務期間中の発注者の指定した時期に、本建設事業進捗状況その他指定内容について、と

りまとめて報告すること。 

⑴  定期報告内容 

ア 月間業務結果報告 

イ 各種会議・打合せ検討結果（資料は変更内容を明確に示す） 

ウ 事業進捗状況（各事業及び全体事業のスケジュール、クリティカルパスの表示） 

エ  翌月の業務計画 

オ その他（指定時のみ）事業費概算等各種説明資料 

⑵  報告の仕様 

ア 定期報告 

資料を原則としてＡ４縦にまとめ左綴じとしたもの 

イ  上記の電子ファイル（月報告はメールによる） 

ウ 指定時のみ会議・説明用ファイル（Microsoft PowerPoint 2016 で表示可能なもの）  

５ 貸与資料等 

本業務にあたり、発注者は受託者に必要な資料を貸与するものとする。受託者は貸与資料の

受け渡し時に借用書等を提出し所在を明らかにするとともに、資料の汚損・亡失等の無いよう

に厳密な管理を行い、本業務完了後は発注者に速やかに返納すること。   

Ⅲ 業務仕様 

本業務は、本建設事業の整備手法の検討に係る調査、要求水準書作成及び発注・契約段階の

各段階における発注者の支援を以下に基づいて行うものであるが、業務内容については整備手

法が決定した後に、確定させるものとする。 

なお、本仕様書に記載されていない事項は、発注者と受託者で協議し決定する。また、これ

らに記載の無い事項であっても、本業務の性質上必要と思われるものは、受託者の責任におい

て完備しなければならない。 

１ 共通事項 

⑴ 事業関係者役割分担表の各段階に記載した業務を参照すること。 

⑵ 各業務において、事業関係者の業務について、疑義があると受託者が判断した場合は、発
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注者の指示に従い事業関係者に改善、修正を依頼すること。 

⑶  事業関係者が依頼に応じない場合は、その旨を発注者に報告すること。この場合、その後

の対応は発注者が決定するが、発注者の依頼があった場合は、対応策について発注者に助言

すること。 

２ サウンディング調査 

民間活力の創意工夫やノウハウを生かした本建設事業の進め方を検討するとともに、最適な

整備手法の実現に向けた調査・検討を目的として実施する。 

本建設事業の整備手法は、基本・実施設計及び工事を一括発注するデザインビルド方式（以

下「標準型ＤＢ」という。）による整備を前提としているが、実施設計及び工事を一括発注する

前に基本設計を実施するデザインビルド方式（以下「先行型ＤＢ」という。）及び従来方式（設

計・施工分離発注方式）も代替整備手法として視野に入れておくことで、直近の社会経済情勢

などによる事業者の参画意欲の変化を事前に把握するとともにリスクを回避し、本建設事業を

円滑に推進する最適な整備手法を選択する必要がある。よって本調査は、それぞれの整備手法

を比較検討し、本建設事業の整備手法を決定するために必要となる民間事業者の参画意向等調

査の結果を踏まえた資料を下記のとおり作成すること。 

なお、本建設事業の整備手法が従来方式で決定した場合に限り、本調査業務をもって本業務

は終了とする。 

⑴  基本事項の整理 

調査・検討に必要となる（仮称）布施分署における事業概要・事業計画、本施設整備の共

同事業者との関係性、関係法制度、その他情報・条件等を整理すること。 

⑵  事業スキーム検討等 

上記⑴を踏まえて、標準型ＤＢ、先行型ＤＢ、従来方式の比較検討事業スキームを設定し、

以下について検討・整理すること。 

ア 導入が想定される事業スキームの策定（必要に応じて複数のスキームを策定） 

イ  各整備方式の特徴と比較検討 

ウ  施設整備において活用可能な制度（補助金等）の整理 

エ  概算事業費の算出、整備スケジュール 

  オ その他必要な項目  

⑶  民間事業者の参画意向等調査 

東大阪市消防局ホームページによる公募及び受託者が選定した複数の事業者から上記⑵で

整理した事業スキームを導入する場合の民間事業者の参画意向、事業スキームについて課題、

要望等のヒアリングを行い、その内容を整理すること。 

⑷  本市公共施設マネジメント推進会議向け資料の作成 

上記検討事項等を踏まえ、市の内部検討用としての調査報告書及びその概要版を令和４年

１０月中旬を目途として提出すること。 

３-１ 発注者支援業務（※標準型ＤＢで決定した場合） 
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 ⑴ 基本計画の策定業務 

  ア 前提条件の整理 

    これまでの検討経緯や関連する資料などを踏まえ、計画の検討にあたっての対象敷地、法

制度面及び整備スケジュールなどの前提条件を整理すること。 

  イ 施設の規模・機能の検討 

本建設事業と同等の消防庁舎の先行事例調査（３事例程度）を行ない、建築面積・延床

面積、敷地の有効活用、フロア構成、各室の機能・規模、施設構成、付帯設備等について

整理するとともに、発注者が求める必要な機能を具体化し、施設構成・規模、フロア構成、

付帯設備、建築面積、延床面積を検討し提案すること。 

  ウ 基本計画書の策定 

    関係課協議を踏まえて検討結果を取りまとめるとともに基本計画書及び概要版の作成を行

い、令和５年４月末を目安に発注者の承認を得ること。 

 ⑵ 要求水準書作成及び発注・契約支援業務 

基本計画を整理した上で、標準型ＤＢで実施するための設計施工費の積算を行うとともに、

要求水準書、リスク分担表、特記仕様書、入札実施要領、評価基準、契約書など必要書類の素

案の作成及び発注者の運営支援を行うこと。 

ア 要求水準書等の作成（設計図・諸元表等の関連資料を含む。） 

(ｱ) 基本計画策定段階の内容を踏まえ、関係課を含む発注者と必要な打合せを行い、建設

事業目的の整理、事業費算出の考え方(モデル施設･積算手法)を示した方針の作成及び

同方針に基づく事業費(工事､基本･実施設計及び現場監理に係る費用)の算出、マスター

スケジュールその他の基本的制約条件を整理して書面化し、発注者に提示すること。な

お、予算要望に必要となる設計施工費の算出にあっては令和５年４月中旬を目途とし提

出すること。 

(ｲ)  関係課を含む発注者の要望を把握し、事業対象範囲を整理したものを策定すること。  

(ｳ) 設計施工者の選定方法については、令和５年１０月中を目途に総合評価型一般競争入

札の実施を予定しているが、受託者が適切と考える方法について検討の上、発注者に説

明し、発注者の意思決定を支援すること。 

(ｴ) 上記ア(ｱ)から(ｳ)までの事項を反映し、要求水準書（契約価格以内での設計施工を条

件とする。）及びリスク分担表の作成を行い、発注者に提示し承認を得ること。 

イ 設計施工者選定手続支援 

(ｱ) 総合評価一般競争入札に係る設計施工者選定に必要な審査項目の検討並びに審査基準、

選定のための配点･採点基準及び選定プロセスの案を作成し、関係課を含む発注者に提

示すること。 

(ｲ) 設計施工者選定スケジュール案を作成し、発注者に承認を得た上で、スケジュール進

捗管理を行うこと。 

(ｳ)  設計施工者選定に必要な資料（総合評価落札方式実施要領書案、様式案、技術提案の
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評価項目、落札者決定基準案、ＶＥ（バリューエンジニアリング）提案実施要領、契約

書案など）を作成し、発注者に提出すること。 

ウ 設計施工者選定に係る委員会、事務局の運営支援 

(ｱ) 東大阪市総合評価一般競争入札審査委員会（以下「委員会」という。）において審議

される落札者決定基準の作成を行うこと。 

(ｲ)  必要に応じて委員会への出席を行うとともに、議事録の作成を行うこと。 

(ｳ) 委員会で承認された落札者決定基準に基づき、提案者の実績・資格評価資料作成支援

及び技術提案の比較などの支援資料の作成を行い、発注者に提示すること。 

(ｴ) その他、発注者が必要とする事項 

  エ 設計施工者選定に係る提案評価の支援 

    設計施工者選定に係る入札公告後、提案者との質疑応答、ＶＥ提案や提案資料など、発注

者と提案者との資料のやり取りに係る一連の業務について支援すること。 

   (ｱ) 提案者から提出された質問を内容ごとに分類整理し、回答案を作成すること。 

   (ｲ) ＶＥ提案について、採否の可能性を検討し、その結果を発注者に報告すること。 

   (ｳ) 提案者から提出された提案書と要求水準書等の整合性を確認し、委員会への説明資料

として取りまとめ、場合によってはその内容を各委員に説明すること。 

３-２ 発注者支援業務（※先行型ＤＢで決定した場合） 

⑴ 基本設計者選定支援 

    ア 本仕様書Ⅲ２⑴で整理された基本事項を踏まえ、最も適切な基本設計者が選定できるよう

委託発注仕様書等に関する協議・確認、設計対象事業範囲等の案の策定を行うこと。業務

の実施に当たっては、本市と十分に打ち合わせを行うこと。 

イ 発注者の要望を把握し、基本設計業務仕様書案及び基本設計業務契約書案を策定すること。 

ウ 基本設計者の選定方法については、令和５年４月中を目途に一般競争入札の実施を想定し

ているが、受託者が適切と考える方法あるいは発注者から特別な要望が示された場合は、

その方法についても検討し、発注者の意思決定を支援すること。 

⑵  基本設計業務の支援 

ア 設計基本方針及び計画概要等の整理 

基本設計者が作成した基本設計方針書及び計画概要等について、設計与条件を踏まえて 

いるかどうかを確認し、必要に応じて関係課を含む発注者と調整すること。 

イ 設計業務の支援 

基本設計者の総括管理、作業の各段階における内容の検証・確認、特殊機器・家具・備 

品などへの対応、基本設計図書（資料集とも）の確認を行い、関係課を含む発注者との協

議を行うこと。 

ウ 基本設計者が示した事業費算出方針に基づく事業費（工事、実施設計及び現場監理に係る

費用）の算出に関して、検証・助言し、必要に応じて関係課を含む発注者との協議を行う

こと。 
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なお、予算要望に必要となる事業費の算出にあっては令和５年１０月下旬を目途に提出

させること。 

 ⑶ 要求水準書作成及び発注・契約支援業務 

基本設計図書（資料集とも）を整理した上で、先行型ＤＢで実施するための事業者選定に

係る要求水準書、リスク分担表、特記仕様書、入札実施要領、評価基準、契約書など必要書類

の素案の作成及び発注者の運営支援を行うこと。 

ア 要求水準書等の作成（設計図・諸元表等の関連資料を含む。） 

(ｱ) 基本設計図書（資料集とも）を踏まえ、関係課を含む発注者と必要な打合せを行い、

建設事業目的の整理、マスタースケジュールその他の基本的制約条件を整理して書面化

し、発注者に提示すること。 

(ｲ)  関係課を含む発注者の要望を把握し、事業対象範囲を整理したものを策定すること。  

(ｳ) 設計施工者の選定方法については、令和６年４月中を目途に総合評価型一般競争入札

の実施を予定しているが、受託者が適切と考える方法について検討の上、発注者に説明

し、発注者の意思決定を支援すること。 

(ｴ)  上記ア(ｱ)から(ｳ)までの事項を反映し、要求水準書（契約価格以内での設計施工を

条件とする。）及びリスク分担表の作成を行い、発注者に提示し承認を得ること。 

イ 設計施工者選定手続支援 

(ｱ) 総合評価一般競争入札に係る設計施工者選定に必要な審査項目の検討及び審査基準及

び選定のための配点･採点基準、選定プロセスの案を作成し、関係課を含む発注者に提

示すること。 

(ｲ) 設計施工者選定スケジュール案を作成し、発注者に承認を得た上で、スケジュール進

捗管理を行うこと。 

(ｳ)  設計施工者選定に必要な資料（総合評価落札方式実施要領書案、様式案、技術提案の

評価項目、落札者決定基準案、ＶＥ（バリューエンジニアリング）提案実施要領、契約

書案など）を作成し、発注者に提出すること。 

ウ 設計施工者選定に係る委員会、事務局の運営支援 

(ｱ) 東大阪市総合評価一般競争入札審査委員会（以下「委員会」という。）において審議

される落札者決定基準の作成を行うこと。 

(ｲ)  必要に応じて委員会への出席を行うとともに、議事録の作成を行うこと。 

(ｳ) 委員会で承認された落札者決定基準に基づき、提案者の実績・資格評価資料作成支援

及び技術提案の比較などの支援資料の作成を行い、発注者に提示すること。 

(ｴ) その他、発注者が必要とする事項 

  エ 設計施工者選定に係る提案評価の支援 

    設計施工者選定に係る入札公告後、提案者との質疑応答、ＶＥ提案や提案資料など、発注

者と提案者との資料のやり取りに係る一連の業務について支援すること。 

   (ｱ) 提案者から提出された質問を内容ごとに分類整理し、回答案を作成すること。 
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   (ｲ) ＶＥ提案について、採否の可能性を検討し、その結果を発注者に報告すること。 

   (ｳ) 提案者から提出された提案書と要求水準書等の整合性を確認し、委員会への説明資料

として取りまとめ、場合によってはその内容を各委員に説明すること。 

４ 成果品及び提出部数 

  成果物等については以下を基本とする。なお、ここに定めがないものについては、発注者の指 

示によるものとする。 

 なお、提出時期や必要な資料等は、発注者との協議による。 

⑴ 成果品等の提出先 

  東大阪市消防局総務部総務課 

⑵ 各業務の提出成果品の規格等 

  フラットファイル綴（Ａ４版）にして３部提出する。 

電子データは、綴り版と同じ体裁で作成したＰＤＦとともに、以下の形式によりＣＤ－Ｒ

又はＤＶＤ－Ｒに格納して納品すること。 

  ア 文書：Word 形式及び PDF 形式 

  イ 表、グラフ：Excel 形式及び PDF 形式 

  ウ 写真データ等：JPEG 形式 

 ⑶ 成果品 

   提出時期や必要な資料等は、発注者と受託者との協議によるものとし、現時点では、以下の

資料を想定している。 

  ア サウンディング調査報告書（概要版を含む。） 

  イ 基本計画書（概要版を含む。）（※１） 

  ウ 基本設計者選定方針（※２） 

  エ 基本設計仕様書（※２） 

  オ 設計施工者選定に伴う総合評価一般競争入札公告関連資料 

   (ｱ) 要求水準書（設計図・諸元表等の設計関連の諸資料を含む。） 

   (ｲ) 設計施工費算出資料、総合評価落札方式実施要領書案、様式案、技術提案の評価項目、

落札者決定基準案、ＶＥ提案実施要領、契約書案等 

   (ｳ) 選定過程における質疑回答書、ＶＥ提案採否検討資料等 

   (ｴ) 落札者決定時 審査結果及び講評等 

  ※１ 標準型ＤＢ時 

  ※２ 先行型ＤＢ時 


